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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

第一部 【企業情報】

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年3月 平成18年3月

売上高 (千円) 960,580 1,317,535 1,222,528 1,143,505 337,170 1,545,408

経常利益又は

経常損失(△)
(千円) 4,264 171,958 △266,179 △35,971 2,882 58,773

当期純利益又は

当期純損失(△)
(千円) △75,617 196,611 △451,715 △101,127 1,137 43,372

持分法を適用した 

場合の投資利益
(千円) ― ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 518,650 518,650 600,250 1,181,000 1,181,000 1,191,750

発行済株式総数 (株) 8,573 42,865 48,865 99,365 99,365 99,795

純資産額 (千円) 617,161 802,474 545,422 1,590,647 1,591,784 1,656,657

総資産額 (千円) 1,150,235 1,239,255 936,919 1,738,913 1,809,907 1,945,986

１株当たり 

純資産額
(円) 71,988.96 18,720.97 11,161.83 16,008.13 16,019.57 16,600.61

１株当たり配当額

(内１株当たり

中間配当額)

(円)

(円)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり当期 

純利益又は 

当期純損失(△)

(円) △8,820.41 4,586.76 △9,493.22 △1,203.19 11.44 435.76

潜在株式調整後 

１株当たり 

当期純利益

(円) ― ― ― ― ― 434.60

自己資本比率 (％) 53.7 64.8 58.2 91.5 87.9 85.1

自己資本利益率 (％) ― 27.7 ― ― 0.1 2.7

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 4,059 131.26

配当性向 (％) ― ― ― ― ― ―

営業活動による 

キャッシュ・フロー
(千円) △48,470 94,738 △90,312 △171,851 △92,559 92,025

投資活動による 

キャッシュ・フロー
(千円) △132,211 △161,769 △25,606 48,584 △214 △1,059,438

財務活動による 

キャッシュ・フロー
(千円) 67,988 114,397 225,376 887,843 ― 21,238

現金及び現金 

同等物の期末残高
(千円) 161,313 208,679 318,135 1,082,712 989,938 43,764

従業員数 (名) 67 68 79 87 89 99



(注) １ 売上高には消費税等が含まれておりません。 

２ 当社は関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益の金額は記載しておりません。 

３ 第６期及び第７期においては、新株引受権付社債の発行をしておりますが当社株式は非上場かつ非登録のた

め期中平均株価が把握できませんので、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は記載しておりません。な

お、第８期並びに第９期においては、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

  また、第10期においては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 従業員数は、就業人員であります。 

５ 株価収益率につきましては、当社株式は第７期までは非上場であり、店頭登録もしていないため株価が把握

できませんので記載しておりません。なお、第８期並びに第９期においては、１株当たり当期純損失である

ため記載しておりません。 

６ 当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、「最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」

については記載しておりません。 

７ 当社は、平成14年11月１日付で株式１株につき５株の分割をおこなっております。第７期においては、期首

に株式分割が行われたものとして算出しております。なお、当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を

行った場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下のとおりとなります。 

なお、当該数値については新日本監査法人の監査を受けておりません。 

  

 
  

８ 当社は、第９期において平成16年4月21日付でシスメックス株式会社に対する第三者割当増資により新株式

50,500株を発行しております。 

９ 平成17年３月29日開催の第９期定時株主総会決議により、決算期を12月31日から３月31日に変更しました。

従って、平成17年３月期は平成17年１月１日から３月31日の３ヵ月間となっております。 

  

回次 第６期

決算年月 平成13年12月

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△) (円) △1,764.08

１株当たり純資産額 (円) 14,397.79

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額)

(円) 

(円)

―
(―)



２ 【沿革】 

 
  

平成８年２月 医療情報ソフトの開発・販売を目的として、福岡市博多区博多駅前３丁目30番26号

に、㈱シーエヌエー(資本金10,000千円)を設立。

平成９年８月 関東地区の営業拠点として、東京都中央区湊２丁目４番１号に㈱シーエヌエー・マ

イクロ・インターナショナルを設立。(資本金10,000千円、当社持株比率50％)

平成10年３月 中部地区の営業拠点として、名古屋市天白区平針２番1111号に名古屋営業所を開

設。

平成11年４月 ㈱シーエヌエー・マイクロ・インターナショナルを、㈱シーエヌエー東京に社名変

更。

平成11年５月 本社を福岡市博多区博多駅前２丁目３番７号に移転。

平成11年10月 関西地区の営業拠点として、大阪市中央区内本町１丁目１番10号に㈱シーエヌエー

大阪を設立。(資本金10,000千円、当社持株比率60％)

平成12年３月 北海道地区の営業拠点拡大及び電子カルテシステム拡充のため、㈱シーエスアイと

業務提携。

平成12年４月 名古屋営業所を名古屋市中区錦１丁目３番４号に移転。

平成12年７月 ㈱シーエヌエー東京及び㈱シーエヌエー大阪を吸収合併。

平成12年11月 南九州地区の営業拠点及びメディカルデータバンク構想の戦略拠点として鹿児島市

星が峯４丁目29番５号に鹿児島支店を開設。

平成13年２月 鹿児島支店を鹿児島市加治屋町12番５号に移転。

平成15年２月 大阪支店を大阪市常盤町１丁目３番８号に移転。

平成15年３月 東京証券取引所マザーズ市場に株式を上場。

平成16年３月 シスメックス株式会社と資本及び業務提携に関する契約を締結。

平成16年４月 シスメックス株式会社への第三者割当増資により同社の子会社となる。

平成16年６月 鹿児島支店を鹿児島市新屋敷町１６番に移転。

平成16年９月 東京支店を東京都大田区蒲田５丁目８番７号に移転。

平成17年10月 鹿児島支店を鹿児島連絡所に改編。

平成18年２月 鹿児島連絡所を閉鎖。



３ 【事業の内容】 

１．当社の事業内容について 

当社は平成16年4月21日をもってシスメックス株式会社の子会社となり、親会社であるシスメック

ス株式会社を中核としたシスメックスグループに属しております。その中で当社は医療機関向け臨床

検査情報システムの開発と販売に特化した社業を営み、グループのIT事業領域の強化推進をはかり、

グループ全体の「医療機関に対するトータル・ソリュ－ションの実現」に努めております。  

また、両社間において営業取引を行っており、シスメックス株式会社は当社製品の販売を行っており

ます。あわせて同社より取締役、監査役、および出向社員を受入れております。 

  

当社が提供している臨床検査情報システムは以下のとおりです。 

① CNA-Net検体検査システム 

外来患者および入院患者に対して行う種々の検査のうち、血液や尿、便など身体から取り出さ

れる検体を使った検査を行い、検査結果を医師に報告すると同時に、患者の検査履歴としてデー

タベースに記録・保存（保管）するためのシステム。 

② CNA-Net健診システム 

病院や医師会などの健康診断受託機関が、企業や学校、自治体などから依頼される健康診断や

人間ドックなどを実施するにあたって、設備の予約から管理、診断結果の報告書作成などを行う

システム。 

③ CNA-Net細菌検査システム 

MRSAなどが原因となって発生する院内感染への対応を行うため、患者の検査結果の統計処理、

院内感染が発生した場合の感染ルート特定の支援、病院内に設置される院内感染対策委員会へ提

出する報告書作成等を行うシステム。 

④ CNA-Net病理検査システム 

病変部の一部分を摘出して細胞の色や大きさ等から診断を行うことを支援するためのシステ

ム。画像情報保存やがん取扱規約に従った診断を支援する。 

⑤ CNA-Net生理検査システム 

心電図や脳波、超音波エコーなどの検査（生理検査）で、画像の取り込みや検査結果の報告な

どの他、検査設備の予約管理を行うシステム。 

⑥ CNA-Net輸血検査システム 

病院が輸血を必要とする場合の血液製剤の情報管理、輸血事故の防止、副作用の監視、適合性

検査や過去の輸血履歴などを記録管理するシステム。 

⑦ CNA-Net医療情報閲覧システム 

一般には、「webシステム」と呼ばれている。検体検査システムの拡張機能であり、病院の内外

からセキュリティを確保した通信路を使って患者の検査結果等の情報を参照することができるシ

ステム。 

  



２．臨床検査情報システムの市場環境について 

当社を取り巻く環境は、少子高齢化、医療費抑制政策の進捗、病院経営への市場原理の導入など、

決して楽観視できない状況です。当社の顧客においてIT投資意欲の減退といったことはありません

が、システム導入にあたっての価格圧力はさらに強くなっており、競合他社との価格競争の激化は避

けられないものと認識しております。  

 このような市場状況の中、臨床検査分野に特化したシステムであるCNA-Netの機能強化、商品系列

の拡充を推進し、顧客にとって価値あるソリューションの提供を進めてまいります。また企業体質の

強化には、従来と同様、積極的に取り組み、安定的かつ継続的に利益が計上できる企業体質に変革し

てまいります。 

 営業面ではシスメックス株式会社との販売チャネルの整備も終了し、継続的な受注活動ができる体

制が構築されております。今後は更なる営業効率向上を目指すべくシスメックス株式会社との連携を

強化してまいります。  

 開発面では、シスメックスとの提携にて広がった販売機会に対応するため、より一層の標準化によ

るプロジェクト遂行能力を高めてまいります。また多様化している顧客のニーズを的確に捉えるとと

もに医療環境の変化を想定し、商品力強化のための開発を進めてまいります。  

  

３．当社の今後の事業展開について 

当社は、シスメックスグループ中期事業計画に従い、「臨床検査におけるトータルソリューション

プロバイダー」としての地歩を着実に進めてまいります。シスメックスグループにおける当社の役割

は、「臨床検査におけるトータルソリューションプロバイダー」に欠くことのできないIT事業領域に

おいて、当社の専門技術力を発揮した事業を展開することです。  

 このような方針のもと、当社は臨床検査情報システムCNA-Netの機能強化とその販売、およびユー

ザサービスに軸足をおいた経営を継続して行ってまいりましたが、さらにシスメックス株式会社との

共同開発による新たな医療情報システムの開発、ブランド戦略を含む営業展開を推進し、臨床検査市

場の中での優位性を確保し、付加価値の高い全国レベルでのサービス&サポート体制を提供してまい

ります。  

  



これらの関連を概念図で示すと以下のとおりであります。 

  

  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) シスメックス株式会社は有価証券報告書の提出会社であります。 

  

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年3月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数が前期末に比べ１０名増加しましたのは、新卒者の新規採用によるものであります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社には労働組合は結成されておりませんが、労使関係については円満に推移しており、特記すべき

事項はありません。 

  

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合 
(％)

関係内容

（親会社）
シスメックス株式会社

神戸市 
中央区

7,954 検体検査用機器製造
(被所有)
直接 50.62

システム売上 
出向受入者の人件費負担 
役員の兼任・・・有 
貸付金・・・有

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

99 33.0 4.5 4,851



第２ 【事業の状況】 

当社は平成17年3月29日に開催された定時株主総会において、決算期を従来の12月から3月に変更し、前事

業年度は3ヶ月決算となっておりますので前年同期比較を行っておりません。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度におけるわが国経済は、さまざまな分野での企業業績の回復がみられ、さらには個人消費

も伸びはじめております。またデフレ脱却や金融政策変更といった議論がなされるなど明らかな回復傾

向となりました。当社の係わる医療業界、とくに臨床検査分野は、少子高齢化や行政による医療費抑制

政策などから楽観視はできないものの、顧客のＩＴ投資への意欲は決して衰えておりません。  

 このような環境のもと、当社では臨床検査分野に特化した商品である臨床検査情報システムCNA-Net

の開発と販売を推進してまいりました。  

 営業面においては、シスメックス株式会社との連携により当社知名度が向上し、ビジネスチャンスが

拡大しました。また、東日本地域での営業活動の基盤も確立できました。  

 開発面においては、CNA-Netの診療支援、セキュリティ等機能強化を図るとともに、シスメックス株

式会社から受け入れた技術者とともに、商品のパッケージ化、納品の標準化を進め、プロジェクト遂行

能力をより一層高めてきました。また、シスメックス株式会社との共同開発による臨床検査部門システ

ムSIS.WAMの開発を完了させ上市を果たしております。  

 

 以上の結果、売上高は1,545百万円となり、経常利益は58百万円となりました。また、当期純利益は

43百万円となりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金および現金同等物（以下「資金」）は、前事業年度末に比べ946百万円減少

し、当事業年度末には43百万円となりました。  

なお、当事業年度における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。  

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における営業活動によるキャッシュ・フローは資金の増加92百万円となりました。その要

因は税引前当期純利益50百万円の計上、未払消費税等および未払金の増加47百万円、前受金の増加65百

万円等の増加要因、ならびに仕入債務の減少54百万円、たな卸資産の増加24百万円等の減少要因による

ものであります。 

  

     （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における投資活動によるキャッシュ・フローは資金の減少1,059百万円となりました。そ

の主な要因は短期貸付金の純増加額1,049百万円、有形固定資産の取得5百万円等の減少要因があったこ

とによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における財務活動によるキャッシュ・フローは資金の増加21百万円となりました。これは

株式の発行による収入であります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

 
(注) １ 生産実績の金額は、製造原価によっております。 

２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

  

 
(注) １ 仕入実績の金額は、実際仕入額によっております。 

２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

  

 
(注) １ 受注状況の金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 販売実績 

  

 
(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  当事業年度（自 平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

  

 
  

区分 金額(千円)

システム開発事業 818,472

合計 818,472

区分 金額(千円)

その他の事業 9,672

合計 9,672

区分 受注高(千円) 受注残高(千円)

システム開発事業 1,363,311 1,023,200

合計 1,363,311 1,023,200

区分 金額(千円)

システム開発事業 1,531,009

その他の事業 14,399

合計 1,545,408

相手先 金額(千円) 割合(％)

シスメックス株式会社 614,242 39.7

株式会社アステム 219,534 14.2



３ 【対処すべき課題】 

①営業力の拡充 

シスメックス株式会社の有する営業網を活用し、ビジネスチャンスの確保、販売体制の見直し、市

場規模に応じた人員の配置を行い、受注拡大を推進してまいります。  

② 技術開発力の強化と商品ラインアップの充実  

多様化する顧客ニーズに対応するために、当社製品であるCNA-Netの機能強化を行うとともに、シ

スメックス株式会社との共同開発による新たな臨床検査情報システムの開発に取り組み、独自性のあ

る商品を取揃えてまいります。  

③ プロジェクト管理機能の強化  

当社では受注した案件ごとに工程や原価等の計画（プロジェクト計画）を立案し、プロジェクト計

画に従った進捗管理を行うことで収益の確保とリスクの早期発見を目指しております。こうした活動

は当社の事業活動の中で、もっとも重要な活動です。プロジェクト管理方法は常にレビューを実施

し、最適な管理方式の構築を行っております。  

④ 人材の確保および育成 

ソフトウェア産業の最大の財産は「人材」であり、人材の確保、育成は今後の経営基盤の維持・拡

充の上で不可欠です。当社では、業務経験者の中途採用と新卒採用をバランスよく実施していくとと

もに、シスメックス株式会社との人事交流を積極的に行いノウハウの蓄積と継承、業務の効率化を行

い、他社との差別化を図ってまいります。 

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書 第１〔企業の概況〕、第２〔事業の状況〕及び第４〔提出会社の状況〕等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがありま

す。 

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末において当社が判断したものであります。 

  

１. 当社製品の競合について 

当社に対する競合会社は、医療機器メーカー系とSI’er系（メインフレームメーカーや大手ソフト

開発会社等）に大別できます。医療機器メーカー系とは、検体検査システムを中心とした商談で競合

します。SI’er系では、病院全体または臨床検査全体を対象とした総合的な商談において競合しま

す。  

 このような競合状況のなかで、当社は、競合各社をはじめ新規参入会社の動向や製品調査を実施

し、差別化できる製品の開発と販売体制、ユーザ支援・保守体制を強化していく方針ですが、競合会

社の販売戦略等が当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

２. 政策等の影響について 

政府、特に厚生労働省の政策や法律の施行が医療業界に与える影響は極めて大きく、売上を医療業

界に依存している当社にとってその影響は重大なものがあります。特に医療費の抑制政策の状況によ

っては、今後の当社の事業および業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

３. 販売戦略について 

医療施設からの商談引き合いの一部を販社経由で当社が受注しております。現在、販社との関係は

良好に推移しており、今後も販社による販売戦略を継続していく方針ですが、販社の経営戦略の変更

や、販社との良好な関係が継続されない場合には、当社の事業戦略および業績に影響を及ぼす可能性



があります。 



４. 知的財産権について 

当社は、多種多様なコンピュータプログラムを開発しております。これらコンピュータプログラム

の知的財産権は当社に留保しており、当社独自のものであると認識しております。当社は、当社製品

またはその技術に関し、必要に応じて可能な範囲において知的財産権の登録出願を行う等その保護を

図る方針です。  

 また、当社の認識の範囲外で第三者が知的財産権の侵害を主張する可能性があります。このような

紛争に当社が巻き込まれるような事態に至ったときは、当該第三者の主張に正当な理由があると否と

を問わず、その解決に時間および多大な費用を要する可能性があり、場合によっては当社の今後の事

業戦略や業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

５. ストックオプション制度について 

当社は、平成13年3月22日開催の定時株主総会において、旧商法第280ノ19の規定によるストックオ

プション制度を採用し取締役および従業員に付与しております。ストックオプションの目的たる株式

の総数は平成18年3月31日現在、1,035株であり当社の発行済株式総数の1.04％に相当します。これら

のストックオプションが行使されることになれば、当社の株式価値は希薄化します。 

また、今後の株価次第では、株価形成に影響を及ぼす可能性もあります。 

  

平成13年3月22日定時株主総会 

 
  

（注）1.退職による権利喪失者は含めておりません。平成18年3月31日現在において、退職による権利喪

失者は23名、失効したストックオプションは420株(平成14年11月1日の株式分割後の株数(1株を5

株に分割)であります。 

2.平成14年11月1日に行われた株式分割により新株引受権の付与（ストックオプション）の行使価

格が調整されております。調整後の内容は以下のとおりであります。なお、新株発行の予定株、

発行価額の総額、及び資本組入額の総額は平成18年3月31日時点において残存する権利のみを記

載いたしました。 

  

 
  

付与対象者 株式の種類 株式数 行使価格 権利行使期間

取 締 役・
従 業 員

普通株式 377株 250,000円 平成15年4月22日から平成18年4月21日まで

新株発行の予定株数 1,035株           

行使価格 1株あたり50,000円           

資本組入額 1株あたり25,000円           

発行価額の総額 51,750,000円           

資本組入額の総額 28,875,000円           



６. その他当社製品特有のリスクについて 

（1）製品クレーム、損害賠償について 

有価証券報告書提出日現在まで、当社は、当社が開発・販売するソフトウェアやシステムに関し、

ユーザ等から訴訟を提起され、または損害賠償請求を受けたことはありません。臨床検査情報システ

ムは医療機関において利用されるものであり、患者の生命身体に関する情報に直接関わるシステムで

あることから、当社は細心の注意をもって開発し、ユーザである医療機関において不測の損害を与え

ることがないよう品質管理体制やサポート体制にも万全を期しております。  

 しかしながら、予期しがたい欠陥ないし不具合が発生した場合、当社は、医療機関等から損害賠償

請求を受ける可能性があり、その主張に正当な理由があると否とを問わず、解決のために多大な費用

と時間を必要とする可能性があります。また、そのような損害賠償請求を受ける結果、当社の事業戦

略および業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。  

（2）製品（開発ソフトウェア）の仕様 

受注時から納品に至るまでの過程において発生する可能性のあるユーザとの仕様の認識不一致につ

いては、ユーザ訪問、ユーザヒアリング、業務分析結果の確認、レビュー等の方法により解消すべく

努力しております。さらには職務権限規程を整備し各段階での責任の明確化とチェックの確実な実施

を行っております。  

 しかしながら仕様に係わる認識を完全に一致させることは困難であり、納品段階になってはじめて

仕様の見落とし等が発見される可能性もあります。このような場合に、当社の信用や業績に影響を及

ぼす可能性があります。  

（3）製品の納期管理について 

納品スケジュールの管理は受注段階で行うプロジェクト計画の立案、ソフトウェア開発段階での週

単位の進捗確認により行っております。またプロジェクトの進捗状況は、プロジェクトを所管する部

門以外からも確認できるよう情報共有しており、複数の視点から納期管理を徹底するように努めてお

ります。  

 このような対策を講じているにもかかわらず予測しない事態が発生した場合には、個別プロジェク

トの採算を悪化させ業績に影響を与える可能性があります。  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社は、医療情報コンピュータシステムに特化した企業として企業価値を高めると共に、高度な技術の

実用化、ユーザーフレンドリなシステムを提供するため研究開発活動を重視しており、その活動は検体検

査（血液・尿・血清・生化物）・細菌・病理等多岐にわたります。 

 いずれのシステムも顧客ニーズや有用な機能をパッケージソフトの中に組入れ、高品質なソフトウェア

として成長しているシステムを顧客に提供しております。 

 なお、第11期における研究開発費の総額は4,851千円であり、内容としては研究用ソフトウェアの外注

開発費などであります。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当社に関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は、原則として財務諸表に基づいて分析した内容

であります。 

本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は事業年度末(平成18年3月31日)

現在の判断に基づいて記載したものであります。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。 

 この財務諸表の作成にあたっては、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基

づき、見積りおよび判断を行っております。 

  

(2) 当事業年度の経営成績等の分析 

①経営成績 

 当事業年度の経営成績の概況については、「第２事業の状況 １業績等の概要」に記載のとおりで

す。 

②財政状態 

 当事業年度末の総資産は前事業年度末に比較して136百万円（7.5％）増加して1,945百万円となり

ました。うち流動資産は、前事業年度末に比較して129百万円（7.4％）増加して1,887百万円となり

ました。これは、主として売上の期末集中に伴い、売掛金が前事業年度末に比較して103百万円

（26.6％）増加して493百万円となったことによるものであります。 

 有形固定資産については、特記事項はありません。 

 無形固定資産については、特記事項はありません。 

 投資その他の資産については、特記事項はありません。 

 次に当事業年度末の流動負債および固定負債は、前事業年度末に比較して71百万円増加（32.6％）

して289百万円となりました。これは、主として前受金が前事業年度末に比較して65百万円

（761.8％）増加して73百万円となったことによるものです。 

 また、当事業年度末の株主資本は前事業年度末に比較して64百万円（4.1％）増加して1,656百万円

となりました。 

  



(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社の事業展開上のリスク要因につきましては、「第２事業の状況 ４業績等のリスク」に記載の

とおりであります。 

  

(4) 資本の源泉および資金の流動性についての分析 

当社は、潤沢な自己資金を有用な経営資源に集中投資することにより、資本効率を重視した運用を

行ってまいります。 

 なお、当期の資金調達並びに運用状況につきましては、「第２事業の状況 １業績等の概要

（２）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。 

  

(5) 経営者の問題意識と今後の方針について 

当社の経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき経営資源の最も効率的な運用を行

い、企業価値を最大化に勤めております。 

 「第２事業の状況 ３対処すべき課題」にも記載のとおり、めまぐるしく変化する事業環境に迅速

に対応すべく、親会社であるシスメックス株式会社の営業網を活用した営業力の拡充、共同開発によ

る新臨床検査情報システムの開発および積極的な人事交流等の施策によるシナジー効果によって、安

定した収益基盤の確立を目指します。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

特記事項はありません。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

平成18年３月31日現在における各事業所の設備、投下資本ならびに従業員の配置状況は、次のとおりで

す。 

  

 
(注) １ 本社、東京、名古屋、大阪のいずれの事務所も賃借しております。賃借料は、48,207千円であります。 

２ 平成18年2月1日鹿児島連絡所を閉鎖いたしました。 

３ 建物の金額は賃借中の建物に施した建物附属設備の金額であります。 

４ リース契約による主な賃借設備は、次の通りであります。 

  

 
  

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 (平成18年３月31日現在) 

重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数 
(名)

建物 工具器具備品 合計

本社 
(福岡市博多区)

事務所 154 9,578 9,732 59

東京支店 
(東京都太田区)

事務所 786 859 1,645 18

名古屋支店 
(名古屋市中区)

事務所 ― 622 622 9

大阪支店 
(大阪市中央区)

事務所 ― 1,152 1,152 13

合計 940 12,211 13,152 99

名称 数量 リース期間
リース料
(千円)

リース契約残高 
(千円)

電話及び複写機等 一式 ４～６年 1,029 3,657



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 171,460

計 171,460

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年3月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年6月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 99,795 99,955
東京証券取引所
マザーズ市場

―

計 99,795 99,955 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権(平成13年３月22日定時株主総会決議) 

  

 
  

事業年度末現在
(平成18年3月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年5月31日現在)

新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 ―

新株予約権の目的となる株式の数 1,035 株 ―

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり50,000円 ―

新株予約権の行使期間
平成15年４月22日から
平成18年４月21日まで

―

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格   50,000円
資本組入額  25,000円

―

新株予約権の行使の条件

被付与者が死亡した場合は、

新株予約権付与契約に定める

条件により、相続人がこれを

行使することができる。 

その他の新株予約権の権利行

使の条件は、平成13年３月22

日開催の第５回定時株主総会

および平成13年３月26日開催

の取締役会決議に基づき、当

社と対象取締役および従業員

との間で締結された「新株予

約権付与契約」に定めるとこ

ろによる。

―

新株予約権の譲渡に関する事項

被付与者は、付与された権利

を第三者に譲渡、質入れその

他の処分をすることができな

い。 

その他の新株予約権の譲渡の

条件は、平成13年３月22日開

催の第５回定時株主総会およ

び平成13年３月26日開催の取

締役会決議に基づき、当社と

対象取締役および従業員との

間で締結された「新株予約権

付与契約」に定めるところに

よる。

―



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 株式分割(１株を５株に分割) 

２ 平成15年３月20日付で有償一般募集増資(ブックビルディング方式) 

  発行価格36,000円、引受価額33,120円、発行価額27,200円、資本組入額13,600円 

３ 平成15年３月28日開催の定時株主総会において欠損てん補を行い、資本準備金が62,661千円減少しておりま

す。 

４ 平成16年４月21日付で、有償第三者割当増資 

  割当先 シスメックス株式会社、発行価格 23,000円、資本組入額 11,500円 

５ 第11期において旧商法第280条ノ19第2項の規定に基づく新株引受権の行使。 

発行価格 50,000円 資本組入額25,000円 

６ 平成18年4月1日から平成18年5月31日までに、旧商法第280条ノ19第2項の規定に基づく新株引受権の行使に

基づく新株発行により、発行済株式総数は160株増加し、資本金が4,000千円、資本準備金が4,000千円増加

しております。 

発行価格 50,000円  資本組入額 25,000円 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成14年11月１日 
(注)１

34,292 42,865 ― 518,650 ― 325,580

平成15年３月20日 
(注)２

6,000 48,865 81,600 600,250 117,120 442,700

平成15年３月28日 
(注)３

― 48,865 ― 600,250 △62,661 380,038

平成16年４月21日 
(注)４

50,500 99,365 580,750 1,181,000 580,750 960,788

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 
(注)５

430 99,795 10,750 1,191,750 10,750 971,538



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 上記「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が50株含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年3月31日現在 

 
  

  

区分

株式の状況

端株の状況
   (株)政府及び 

地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

0 3 10 25 8 2 3,725 3,773 ―

所有株式数 
(株)

0 757 1,843 51,886 541 454 44,314 99,795 ―

所有株式数 
の割合(％)

0 0.76 1.85 51.99 0.54 0.45 44.41 100.0 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

シスメックス株式会社 兵庫県神戸市中央区脇浜海岸通1-5-1 50,500 50.60

河野 実良 福岡県福岡市 5,000 5.01

赤星 典太 福岡県太宰府市 4,000 4.00

古森 繁樹 福岡県筑紫野市二日市 3,977 3.98

松井証券株式会社一般信用口 東京都千代田区麹町1-4 1,239 1.24

シーエヌエー従業員持株会 福岡県福岡市博多区博多駅前2-3-7 865 0.86

株式会社ジャフコ 東京都千代田区丸の内1-8-2 702 0.70

藤原 雪郎 福岡県糟屋郡志免町 700 0.70

菱川 行生 福岡県福岡市東区 700 0.70

大阪証券金融株式会社業務口 大阪市中央区北浜2丁目4-6 562 0.56

計 ― 68,245 68.38



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が50株含まれております。また、「議決権の

数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数50個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

第三者割当増資により発行した株式について 

平成16年４月21日第三者割当増資により発行した株式の取得者シスメックス株式会社から、２年間の

保有期間における当該株式の譲渡があった場合には、その内容を書面にて報告する旨の了解を確約書に

て得ております。 

なお、当事業年度開始日から確約書の保有期間に、当該株式につき移動は行われておりません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 99,795 99,795 ―

端株 ― ― ―

発行済株式総数 99,795 ― ―

総株主の議決権 ― 99,795 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

  



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

         該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 



３ 【配当政策】 

当社は、株主尊重を第一と考え、利益の株主還元につきましては、経営基盤の盤石化と今後の事業拡大

に必要な内部留保を確保しつつ、安定的な配当を実施していくことを基本方針といたしております。 

 なお、当期の配当金につきましては、繰越損失の解消ができなかったため実施しておりません。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場における株価を記載しております。 

  なお、当社株式は、平成15年３月20日から東京証券取引所(マザーズ市場)に上場しておりますので、それ以

前については、該当事項はありません。 

２ 第10期は、平成17年１月１日から平成17年３月31日までの３ヵ月決算となっております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場における株価を記載しております。 

  

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年3月 平成18年3月

最高(円) ― ― 44,900 102,000 54,500 112,000

最低(円) ― ― 16,600 21,000 37,200 39,200

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 72,800 77,800 69,000 71,500 63,900 59,600

最低(円) 63,000 65,200 64,000 53,400 39,200 46,500



５ 【役員の状況】 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

代表取締役
社長

合田 隆 昭和31年11月28日生

昭和54年３月

平成９年４月
平成11年４月
平成14年５月
平成15年４月
平成16年４月
平成17年３月
平成17年７月
平成18年１月
平成18年６月

東亞医用電子(株) (現シスメックス
(株)) 入社
同社事業推進部長
同社大阪支店長
同社総合企画部長
同社営業推進本部副本部長
当社非常勤顧問
当社常務取締役営業部門担当 
当社常務取締役営業部門技術部門担当
当社専務取締役営業部門技術部門担当 
当社代表取締役社長（現任）

―

常務取締役
開発部門 
担当

河口 俊夫昭和25年１月23日生

昭和50年４月
平成３年８月

平成５年４月
平成11年４月
平成15年４月
平成16年４月
平成17年３月
平成17年７月

ヤマハ株式会社 入社
東亞医用電子(株) (現シスメックス
(株)) 入社
同社システム開発部長
同社新規事業本部長
同社中央研究所部長
当社顧問
当社常務取締役技術部門担当 
当社常務取締役開発部門担当 
（現任）

―

常務取締役
管理部門 
担当

鈴木 保立昭和29年２月３日生

昭和51年４月 日本電子開発株式会社入社

―

昭和58年４月 株式会社エスシーシー入社

平成３年４月 同社技術部長

平成15年11月 当社入社

専務執行役員技術部長

平成16年３月
平成17年３月

当社専務取締役管理担当
当社常務取締役管理部門担当（現任）

取締役 営業部長山田 敏夫昭和34年４月９日生

昭和59年４月 日本電子開発株式会社入社

410

昭和60年４月 株式会社イーディーシー入社

平成元年４月 株式会社エスシーシー入社

平成８年10月 当社入社

平成10年10月 当社技術部長

平成12年１月 当社技術第一部長

平成13年３月 当社取締役技術第一部長

平成13年12月 当社執行役員技術第一部長

平成14年３月 当社取締役地域営業部長

平成15年７月 当社取締役営業部長兼名古屋支店長

平成18年４月 当社取締役営業部長（現任）

取締役 開発部長川﨑 正秀昭和39年11月18日生

昭和60年４月 株式会社イーディーシー入社

300

平成８年２月 当社入社

平成10年10月 当社技術部次長

平成11年４月 当社技術部長

平成13年３月 当社取締役技術第二部長

平成13年12月 当社執行役員技術部長

平成15年７月 当社執行役員東京支店長

平成16年３月 当社取締役東京支店長

平成18年４月 当社取締役開発部長（現任）

取締役 渡辺 充 昭和31年６月24日生

昭和55年３月
 

平成７年４月
平成９年４月
平成15年４月
平成16年４月
平成17年３月
平成17年４月

 
 

東亞医用電子(株) (現シスメックス
(株)) 入社 
同社開発企画室長 
同社人事部長 
同社新規事業本部長 
当社非常勤顧問 
当社取締役（現任） 
シスメックス(株)執行役員 
兼同社研究開発企画本部長（現任）

―



 
(注) 監査役永野周志、上嶋一生の2氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

取締役 北川 正己昭和27年８月９日生

昭和50年３月
 

東亞医用電子(株) (現シスメックス 
(株)) 入社

―

平成５年４月 同社MCC事業推進室 部長

平成８年４月 同社経営企画室 部長

平成９年４月 同社販売促進部長

平成11年４月 当社POC推進部長

平成12年４月 当社営業本部 副本部長

平成14年５月 同社営業推進本部長

平成17年４月
 

平成18年６月

シスメックス(株)執行役員兼同社営業 
 推進本部長（現任） 
 当社取締役（現任）

監査役 
常勤

古森 繁樹昭和23年４月26日生

昭和46年３月 日本電子開発株式会社入社

3,977

昭和60年４月 株式会社イーディーシー入社

平成元年４月 株式会社エスシーシー入社

平成８年２月 当社設立取締役管理統括部長

平成８年２月 当社常務取締役管理統括部長

平成13年１月 当社常務取締役

平成13年３月
平成14年３月
平成16年３月

当社監査役
当社常務取締役管理部長 
当社監査役(現任)

監査役 
非常勤

永野 周志昭和23年３月19日生

昭和47年４月 福岡弁護士会に弁護士登録

100

平成11年４月 九州大学法学部大学院法律研究科客員
教授

平成12年１月 株式会社産学連携機構九州監査役

平成13年７月 株式会社産学連携機構九州取締役

平成14年７月 虎ノ門総合法律事務所

平成15年２月
平成15年４月
平成15年10月
平成16年３月
平成16年６月

 
平成18年３月
平成18年６月

外立総合法律事務所
福岡大学法学部非常勤講師
ミネルヴァ法律特許事務所
当社監査役（現任） 
日本電子計算（株）社外監査役（現
任） 
シード綜合法律事務所（現任） 
名古屋商科大学経営情報学部非常勤講
師（現任）

監査役 
非常勤

上嶋 一生昭和24年６月29日生

昭和48年７月 インターナショナルエクスプレス株式
会社入社

―

昭和55年３月 株式会社エー・ディー・エム入社

昭和59年３月 株式会社アステックコーポレーション
設立 
同社代表取締役（現任）

平成13年10月 関西キャリーサービス株式会社

非常勤監査役（現任）

平成14年５月 和智科技有限公司 董事（現任）

平成16年３月 当社監査役（現任）

監査役 
非常勤

釜尾 幸俊昭和31年３月12日生

昭和53年３月

平成11年４月
平成12年４月
平成16年４月
平成17年３月

東亞医用電子(株) (現シスメックス
(株)) 入社 
同社経営管理部長 
同社経理部長（現任） 
当社非常勤顧問 
当社監査役（現任）

―

計 4,787



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営課題の一つとして位置づけてお

り、経営の健全性、透明性を高め、経営スピード及び経営効率を向上させることで、企業価値の最大化

を目指してまいります。 

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

 ① 会社の機関の基本説明 

当社は監査役制度を採用しており、現在の経営体制は、取締役７名、監査役４名（うち社外監査役２

名）にて構成されております。 

 ② 当社機関・内部統制の関係を概念図で示すと以下のとおりであります。 

  

 

 ③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

当社の内部統制システムといたしましては、当社の役職員は法令遵守とともに、高い倫理観に基いた

誠実な事業活動を行っております。 

④ 内部監査及び監査役監査の状況 



当社の内部間さ及び監査役監査の組織は、内部監査室は1名で構成し、内部統制、管理状況および執

行状況を会社の健全な発展という観点から確認・評価を行い、その結果に基づく情報の提供ならびに改

善・助言・提案等を通じて業務の適正な執行を推進し、健全経営に寄与するように内部監査を行ってお

ります。 

 監査役会は監査役4名のうち2名を社外監査役として選任しております。監査役は取締役会および経営

会議に出席し、取締役の職務執行を適正に監視できる体制をとっております。今後も、監査役会による

法令に基づいた適正な業務執行の監視を行い、経営の健全性を高めてまいります。 

なお、会計監査人とは、会計監査計画報告（年次）および会計監査結果報告（中間・期末決算毎）の

他、必要の都度相互の情報交換・意見交換を行うなど連携を密に行っております。 

 ⑤ 会計監査の状況 

会計監査は、新日本監査法人に依頼しており、当社全体に対する監査を実施するとともに、会計制度

の変更等にも迅速に対応できる環境を整備しております。 

 
（注）1 継続監査年数については、全員7年以内であるため、記載を省略しております。 

   2 同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて 

    関与する事のないよう措置をとっております。 

   当社の監査業務にかかる補助者は、公認会計士６名、会計士補７名、その他１名であります。 

 ⑥ 社外監査役との関係 

 社外監査役は会議体（監査役会及び取締役会、または必要に応じて経営会議等）に出席する一方、各

種データベースにアクセスすることにより、必要な情報を入手しております。専属スタッフはおりませ

んが、内部監査部門である内部監査室がサポートしております。 

 永野周志監査役は当社株式を100株所有しております。上嶋一生監査役が代表取締役社長である㈱ア

ステックコーポレーションとの間では、仕入取引を行っております。 

  ⑦ 役員報酬の内容 

取締役及び監査役に支払った報酬の内容は次のとおりであります。 

  

 
⑧ 監査報酬の内容 

 
  

（２）リスク管理体制の整備状況 

 当社のリスク管理体制は、リスク管理にかかる規程を制定し、全社のリスクを統合的に管理する組織

を設置するとともに、想定されるリスクを抽出し、リスクに応じて責任部門を明確にし、その軽減等に取

り組みます。 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

 指定社員 
 業務執行社員

 橋 本 佑太郎
新日本監査法人

 佐 藤 宏 文

区分
取締役 監査役 計

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額

名 千円 名 千円 名 千円
定款又は株主総会決議に基
づく報酬

6 59,100 3 10,200 9 69,300

計 6 59,100 3 10,200 9 69,300

  公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に

規定する業務に基づく報酬 10,500 千円

  上記以外の業務に基づく報酬はありません



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成17年１月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第

２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成17年１月１日から平成17年３月31日

まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表について、新日本監査法

人により監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

４ 決算期変更について 

平成17年３月29日開催の第９期定時株主総会における定款一部変更の決議により、決算期を12月31日か

ら３月31日に変更いたしております。 

したがって、前事業年度は平成17年１月１日から平成17年３月31日までの３ヵ月間となっております。

  

１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 *２ 1,020,015 73,848

 ２ 受取手形 168,679 75,489

 ３ 売掛金 *１ 389,389 493,092

 ４ 商品 10,488 186

 ５ 材料 ― 166

 ６ 仕掛品 152,485 178,146

 ７ 前払費用 6,135 8,257

 ８ 関係会社短期貸付金 ― 1,049,528

 ９ その他 10,387 8,584

  流動資産合計 1,757,582 97.1 1,887,300 97.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 1,128 1,418

    減価償却累計額 321 806 477 940

  (2) 工具器具備品 36,342 42,703

    減価償却累計額 27,835 8,507 30,491 12,211

   有形固定資産合計 9,313 0.5 13,152 0.7

 ２ 無形固定資産

  (1) 商標権 201 169

  (2) ソフトウェア 533 2,219

  (3) ソフトウェア仮勘定 3,004 ―

  (4) その他 371 371

   無形固定資産合計 4,111 0.2 2,760 0.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 長期前払費用 2,720 4,123

  (2) 差入保証金 36,178 38,648

   投資その他の資産合計 38,899 2.2 42,772 2.2

  固定資産合計 52,324 2.9 58,685 3.0

  資産合計 1,809,907 100.0 1,945,986 100.0



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 149,998 95,079

 ２ 未払金 27,262 54,222

 ３ 未払費用 975 457

 ４ 未払法人税等 3,497 10,439

 ５ 未払消費税等 3,610 24,213

 ６ 預り金 4,121 3,075

 ７ 前受収益 8,624 13,532

 ８ 前受金 ― 73,741

 ９ その他 8,557 ―

  流動負債合計 206,647 11.4 274,762 14.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期前受収益 *７ 11,475 14,566

  固定負債合計 11,475 0.7 14,566 0.8

  負債合計 218,122 12.1 289,329 14.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 *３ 1,181,000 65.2 1,191,750 61.2

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 960,788 971,538

  資本剰余金合計 960,788 53.1 971,538 49.9

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,702 1,702

 ２ 当期未処理損失 551,705 508,333

  利益剰余金合計 △550,003 △30.4 △506,631 △26.0

  資本合計 1,591,784 87.9 1,656,657 85.1

  負債資本合計 1,809,907 100.0 1,945,986 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 *１

 １ システム開発売上 333,413 1,531,009

 ２ 商品売上 3,757 337,170 100.0 14,399 1,545,408 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 当期製品製造原価 163,304 817,411

 ２ ソフトウェア償却額 32,106 1,061

   システム開発売上原価 195,411 818,472

 ３ 期首商品たな卸高 8,052 10,488

 ４ 当期商品仕入高 5,352 9,672

 ５ 期末商品たな卸高 10,488 186

 ６ 他勘定振替高 *２ ― 9,608

   商品売上原価 2,915 198,327 58.8 10,365 828,838 53.6

   売上総利益 138,842 41.2 716,570 46.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 *1,3,4 137,185 40.7 664,286 43.0

   営業利益 1,657 0.5 52,283 3.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 *１ 12 6,248

 ２ 事務取扱手数料 31 103

 ３ 受取賃貸料 1,167 180

 ４ その他 12 1,225 0.3 465 6,998 0.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 新株発行費償却 ― 261

 ２ その他 ― ― ― 247 508 0.0

   経常利益 2,882 0.8 58,773 3.8

Ⅵ  特別損失

 １ たな卸資産評価損 ― 7,799

 ２ 固定資産除却損 *５ ― 277

 ３ ソフトウェア仮勘定除却損 ― ― ― 479 8,556 0.6

   税引前当期純利益 2,882 0.8 50,216 3.2
   法人税、住民税及び事業税 1,745 0.5 6,844 0.4
   当期純利益 1,137 0.3 43,372 2.8
   前期繰越損失 552,842 551,705
   当期未処理損失 551,705 508,333



製造原価明細書 

 
  

(注) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 156,392 56.5 336,168 39.9

Ⅱ 労務費 68,095 24.6 271,947 32.2

Ⅲ 経費 *１ 52,303 18.9 234,955 27.9

  当期総製造費用 276,791 100.0 843,071 100.0

  期首仕掛品たな卸高 38,999 152,485

合計 315,790 995,557

  期末仕掛品たな卸高 152,485 178,146

  当期製品製造原価 163,304 817,411

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

原価計算の方法は、個別原価計算によっています。

＊１ 経費の主な内訳は、以下のとおりです。

外注加工費 34,112千円

旅費交通費 17,624千円

その他 566千円

計 52,303千円

原価計算の方法は、個別原価計算によっています。

＊１ 経費の主な内訳は、以下のとおりです。

外注加工費 146,855千円

旅費交通費 84,340千円

その他 3,759千円

計 234,955千円



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税引前当期純利益 2,882 50,216

 ２ 減価償却費 32,863 5,634

  ３ 固定資産除却損 ― 277

 ４ ソフトウェア仮勘定除却損 ― 479

 ５ たな卸資産評価損 ― 7,799

 ６ 受取利息及び受取配当金 △12 △6,248

 ７ 新株発行費償却 ― 261

 ８ 売上債権の増減額（増加：△） △82,465 △10,512

 ９ たな卸資産の増減額（増加：△） △115,923 △24,800

 10 仕入債務の増減額（減少：△） 68,985 △54,919

 11 前払費用の増減額（増加：△） 978 △2,121

 12 未払金の増減額（減少：△） 6,801 26,960

 13 未払消費税等の増減額（減少：△） △7,478 20,602

 14 預り金の増減額（減少：△） △1,071 △1,045

 15 前受金の増減額（減少：△) ― 65,184

 16 その他 8,847 9,753

        小  計 △85,591 87,522

 17 利息及び配当金の受取額 9 6,248

 18 法人税等の支払額 △6,977 △1,745

  営業活動によるキャッシュ・フロー △92,559 92,025

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 関係会社短期貸付金の純増減額（増加：△） ― △1,049,528

 ２ 定期預金の解約による収入 ― 30,076

 ３ 定期預金の預入による支出 ― △30,084

 ４ 有形固定資産の取得による支出 △214 △5,700

 ５ 無形固定資産の取得による支出 ― △222

 ６ 差入保証金の戻入による収入 ― 1,526

 ７ 差入保証金の預入れによる支出 ― △5,507

  投資活動によるキャッシュ・フロー △214 △1,059,438

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 株式の発行による収入 ― 21,238

  財務活動によるキャッシュ・フロー ― 21,238

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加又は減少(△)額 △92,773 △946,174

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,082,712 989,938

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 * 989,938 43,764



④ 【損失処理計算書】 

  

 
(注）日付は株主総会承認年月日であります。 

  

  

前事業年度
（平成17年 6月 28日）

当事業年度 
（平成18年 6月 21日）

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処理損失 551,705 508,333

Ⅱ 損失処理額 ― ―

Ⅲ 次期繰越損失 551,705 508,333



重要な会計方針 

  

 
  

  

項   目

 

前事業年度

(自 平成17年 1月 1日至 平成17年 3月31日)

当事業年度

(自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日)

1. たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品・仕掛品 

個別法による原価法

商品・仕掛品

同  左

材料 

 先入先出法による原価法

2. 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

なお、耐用年数および残存価額に

ついては、法人税法に規定する方法

と同一基準によっております。

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。

ただし、市場販売目的のソフトウ

ェアについては、見込み販売収益に

基づく償却額と残存有効期間(３年)

に基づく均等配分額とを比較してい

ずれか大きい額を計上しておりま

す。自社利用のソフトウェアについ

ては社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によって計上して

おります。

(3) 長期前払費用

法人税法に規定する方法と同一の

基準により均等償却しております。

(1) 有形固定資産

    同  左

(2) 無形固定資産 

    同  左

(3) 長期前払費用

  同  左

3. 繰延資産の処理方法 ―― 新株発行費 

 全額支出時の費用として処理してお

ります。



  

 
  

会計処理の変更 

  

 
  

項   目

 

前事業年度

(自 平成17年 1月 1日至 平成17年 3月31日)

当事業年度

(自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日)

4. 引当金の計上基準 貸倒引当金

一般債権

     債権の貸倒による損失に備えるた

め貸倒実績率法によっておりま

す。

なお、貸倒実績率がゼロである

ため、貸倒引当金は計上しており

ません。

貸倒懸念債権および破産更生債権

     債権の貸倒による損失に備えるた

め個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。

貸倒引当金

一般債権

同  左

貸倒懸念債権および破産更生債権

同  左

5．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同  左

6. キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなります。

    同  左

7. その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理 

    同  左 

 

前事業年度
(自 平成17年1月１日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

―― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会平成14年8月9日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第6号

平成15年10月31日)を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。



表示方法の変更 

  
前事業年度

(自 平成17年1月１日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

―― （貸借対照表関係）
前事業年度まで流動負債の「その他」に含めて表示し
ておりました「前受金」は、当期において、資産の総額
の１００分の１を超えたため区分掲記しました。なお、
前事業年度の「前受金」は8,557千円であります。 
 

――

（キャッシュ・フロー計算書関係）
前事業年度まで営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めて表示しておりました「前受金の増減
額」は、当期において、重要性が増したため当事業年度
において区分掲記しました。なお、前事業年度まで営業
活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表
示しておりました「前受金の増減額」は、8,557千円で
あります。 
 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年3月31日)

当事業年度
(平成18年3月31日)

＊１ 関係会社に対する資産

売掛金 246,697千円

＊１ 関係会社に対する資産

売掛金 448,977千円

＊２ 担保資産および担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

定期預金 30,076千円

計 30,076千円

＊２ 担保資産および担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

定期預金 30,084千円

計 30,084千円

   担保付債務は次のとおりであります。

従業員の銀行借入に関する保

証
8,209千円

元従業員の銀行借入に関する
保証

543千円

計 8,753千円

   担保付債務は次のとおりであります。

従業員の銀行借入に関する保

証
2,303千円

元従業員の銀行借入に関する
保証

1,576千円

計 3,879千円

＊３ 会社が発行する株式の総数

 普通株式 171,460株

発行済株式の総数 普通株式 99,365株

＊３ 会社が発行する株式の総数

 普通株式 171,460株

発行済株式の総数 普通株式 99,795株

 ４ 偶発債務

従業員の銀行借入に関する保証 8,209千円

元従業員の銀行借入に関する保
証

543千円

計 8,753千円

 ４ 偶発債務

従業員の銀行借入に関する保証 2,303千円

元従業員の銀行借入に関する保
証

1,576千円

計 3,879千円

５ 平成15年３月28日開催の定時株主総会において、

下記の欠損填補を行っております。

    資本準備金 62,661千円  

５         ――

    

 
６ 資本の欠損の額 551,705千円

  
 
６ 資本の欠損の額 508,333千円

  

＊７ 前事業年度において、その他として表示しており

ました長期前受収益(13,960千円)は、当事業年度よ

り長期前受収益として表示しております。

 ７         ――



(損益計算書関係) 

  

 
  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年1月１日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

 

＊１ 関係会社との取引

売上高 220,950千円
 

＊１ 関係会社との取引

売上高 614,242千円

   従業員給与          108,275千円 
    受取利息            6,234千円

 ２        ―― ＊２ 他勘定振替高
たな卸資産評価損 7,799千円

固定資産への振替高 1,474千円
その他 333千円

計 9,608千円

 

＊３ 販売費及び一般管理費の主要項目

役員報酬 18,120千円

従業員給与 55,525千円

法定福利費 6,161千円

地代家賃 15,632千円

支払手数料 7,497千円

旅費交通費 10,563千円

    なお販売費に属する費用と一般管理費に属する

費用の割合は、約１対９です。

 

＊３ 販売費及び一般管理費の主要項目

役員報酬 69,300千円

従業員給与 276,523千円

法定福利費 28,588千円

地代家賃 65,951千円

支払手数料 31,017千円

旅費交通費 54,462千円

    なお販売費に属する費用と一般管理費に属する

費用の割合は、約１対９です。

 ４         ―― ＊４ 研究開発費の総額 

   販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

                    4,851千円

 ５         ―― ＊５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります 

    工具器具備品           277千円

前事業年度
(自 平成17年1月１日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

 平成17年３月31日

現金及び預金残高 1,020,015千円

預金期間が３ヶ月を超える
定期預金

△30,076千円

現金及び現金同等物 989,938千円
 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

 平成18年３月31日

現金及び預金残高 73,848千円

預金期間が３ヶ月を超える
定期預金

△30,084千円

現金及び現金同等物 43,764千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年1月１日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

工具器具及び 
備品 5,869 1,304 4,564

合計 5,869 1,304 4,564

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

工具器具及び
備品 5,869 2,282 3,586

合計 5,869 2,282 3,586

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 958千円

１ 年 超 3,657千円

合計 4,616千円

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 974千円

１ 年 超 2,682千円

合計 3,657千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 447千円

減価償却費相当額 427千円

支払利息相当額 20千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 1,029千円

減価償却費相当額 978千円

支払利息相当額 71千円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

     リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

 同  左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

     リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法は利息

法によっております。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

            同  左

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１ 年 内 1,449千円

１ 年 超 2,657千円

合計 4,107千円

２          ――

 

 

 

 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日) 

   該当事項はありません。 

  

当事業年度(平成18年３月31日) 

   該当事項はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

該当事項はありません。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

前事業年度末(平成17年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度末(平成18年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年1月１日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

 当社は、退職金規程を設けておりませんので該当事項

はありません。

同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

(持分法損益等) 

  

 
  

  

前事業年度 
(平成17年3月31日)

当事業年度
(平成18年3月31日)

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 709 千円

たな卸資産評価損損金算入限
度超過額

16,402 千円

一括償却資産損金算入限度超
過額

1,589 千円

ソフトウェア償却超過額 16,697 千円

債務保証損失引当金損金算入
限度超過額

671 千円

繰越欠損金 192,977 千円
繰延税金資産小計 229,047 千円
評価性引当額 △229,047 千円
繰延税金資産合計 ― 千円

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 1,453 千円

たな卸資産評価損損金算入限
度超過額

19,553 千円

一括償却資産損金算入限度超
過額

6,052 千円

ソフトウェア償却超過額 1,573 千円

その他 126 千円

繰越欠損金 173,618 千円
繰延税金資産小計 202,379 千円
評価性引当額 △202,379 千円
繰延税金資産合計 ― 千円

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4 ％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されな
い項目

5.8 ％

住民税均等割 60.6 ％
評価性引当額の増減 253.5 ％
繰越欠損金の充当 △299.7 ％
税効果適用後の法人税等負担率 60.6 ％

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4 ％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されな
い項目

12.8 ％

住民税均等割 13.6 ％
評価性引当額の増減 △38.6 ％
繰越欠損金の充当 △14.6 ％
税効果適用後の法人税等負担率 13.6 ％

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 該当事項はありません。 同左



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年３月31日) 

（1）親会社及び法人主要株主等 

  

 
(注)1.シスメックス株式会社は「主要株主」にも該当いたします。 

  2.取引条件及び取引条件の決定方針は他の取引先と同様であります。 

  3.上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

（2）役員及び個人主要株主等 

  

 
(注)1.当社監査役上嶋一生が第三者(㈱アステックコーポレーション)の代表者として行った取引であり取引条件及

び取引条件の決定方針は他の取引先と同様であります。 

  2.上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
シスメッ
クス株式
会社

神戸市 
中央区

7,954
検体検査用
機器製造

(被所有)
直接 50.8

兼任１名
当社システ
ムの販売

システム売上 220,950 売掛金 246,697

出向受入者 

の人件費負担
11,111 未払金 3,703

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者

上嶋一生 ― ―

当社監査役
株式会社ア
ステックコ
ーポレーシ
ョン代表取
締役

― ― ―

株式会社ア
ステックコ
ーポレーシ
ョンからの 
材料・商品 
仕入 
 

5,467 買掛金 5,509



当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

（1）親会社及び法人主要株主等 

  

 
(注)1.シスメックス株式会社は「主要株主」にも該当いたします。 

  2.取引条件及び取引条件の決定方針は他の取引先と同様であります。 

  3.上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

（2）役員及び個人主要株主等 

  

 
(注)1.当社監査役上嶋一生が第三者(㈱アステックコーポレーション)の代表者として行った取引であり取引条件及

び取引条件の決定方針は他の取引先と同様であります。 

  2.上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
シスメッ
クス株式
会社

神戸市 
中央区

7,954
検体検査用
機器製造

(被所有)
直接 
50.62

兼任4名
 

内シスメ
ックス株
式会社執
行役員１
名

当社シス
テムの販
売

システム売上 614,242 売掛金 448,977

キャッシュ・マ

ネージメント・

サービス

6,234
関係会社短期貸

付金
1,049,528

出向受入者 

の人件費負担
108,275

未払金 
前受収益 

長期前受収益

9,189 

1,522 

4,186

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者

上嶋一生
大阪市 
此花区

20

当社監査役 
株式会社ア
ステックコ
ーポレーシ
ョン代表取
締役

― ― ―

株式会社ア
ステックコ
ーポレーシ
ョンからの 
材料・商品 
仕入 
 

30,525 買掛金 16,562



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 1株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 16,019円 57銭 １株当たり純資産額 16,600円 61銭

１株当たり当期純利益 11円 44銭 １株当たり当期純利益 435円   76銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  434円  60銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益

 当期純利益(千円) 1,137 43,372

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式に係る当期純利益(千円) 1,137 43,372

 普通株式の期中平均株式数(千株) 99 99

潜在株式調整後1株当たり当期純利益

当期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（千株） 
新株予約権

― 0

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

 

新株予約権           1種類
新株予約権の目的
となる株式の数

1,465株

なお、その詳細については
第４提出会社の状況 １株式
等の状況 (2)新株予約権等
の状況に記載のとおりであり
ます。

 

                      ―



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
  

  

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 1,128 290 ― 1,418 477 155 940

 工具器具備品 36,342 6,884 524 42,703 30,491 2,903 12,211

有形固定資産計 37,470 7,175 524 44,121 30,969 3,059 13,152

無形固定資産

 商標権 322 ― ― 322 153 32 169

 ソフトウェア 79,424 2,747 ― 82,171 79,952 1,061 2,219

 ソフトウェア 
 仮勘定

3,004 ― 3,004 ― ― ― ―

 その他 371 ― ― 371 ― ― 371

無形固定資産計 83,123 2,747 3,004 82,866 80,105 1,093 2,760

長期前払費用 3,029 3,391 1,453 4,968 844 1,481 4,123



【資本金等明細表】 

  

 
  

（注）資本金及び資本準備金の増加額は、旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による新株

発行。 

 発行株価 50,000円 資本組入額 25,000円 

【引当金明細表】 

 該当事項はありません。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (千円) 1,181,000 10,750 ― 1,191,750

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (99,365) (430) (―) (99,795)

普通株式 (千円) 1,181,000 10,750 ― 1,191,750

計 (株) (99,365) (430) (―) (99,795)

計 (千円) 1,181,000 10,750 ― 1,191,750

資本準備金及び
その他資本剰余
金

資本準備金
 株式払込剰余金

(千円) 960,788 10,750 ― 971,538

計 (千円) 960,788 10,750 ― 971,538

利益準備金及び
任意積立金

利益準備金 (千円) 1,702 ― ― 1,702

計 (千円) 1,702 ― ― 1,702



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 2,140

預金の種類

普通預金 41,623

定期預金 30,084

計 71,707

合計 73,848

相手先 金額(千円)

インテック㈱ 57,582

サクラファインテックジャパン㈱ 17,277

㈱シバタインテック 630

合計 75,489

期日別 金額(千円)

平成18年 4月満期 210

平成18年 5月満期 58,527

平成18年 6月満期 16,752

合計 75,489



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

 
  

  

(ロ)売掛金滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜き方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ニ 商品 
  

 
  

相手先 金額(千円)

シスメックス㈱ 448,977

北里大学病院 15,225

日立電子サービス㈱ 13,860

㈱エスアールエル 4,437

日本事務器㈱ 1,772

その他 8,818

合計 493,092

期首残高(千円) 
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

当期末残高(千円)
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

389,389 1,322,277 1,218,574 493,092 71.2 121.8

品名 金額(千円)

パソコン及びパソコン周辺機器 186

合計 186



ホ 材料 
  

 
  

ヘ 仕掛品 

  

 
  

ト 関係会社短期貸付金 

  

 
  

ｂ 負債の部 

イ 買掛金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 金額(千円)

クライアントライセンス 126

その他 40

合計 166

品名 金額(千円)

システム開発事業 178,146

合計 178,146

区分 金額(千円)

シスメックス株式会社 1,049,528

合計 1,049,528

相手先 金額(千円)

㈱アステックコーポレーション 16,562

富士通四国インフォテック 14,626

トーアメディカル㈱ 9,176

㈱システム計画研究所 8,400

リコー中部㈱ 7,096

その他 39,217

合計 95,079



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) ・当社は端株制度の適用を受けておりますが、当事業年度末において端株は生じておりません。商法第220条ノ

２第１項に規定する株主原簿を作成しておりません。 

・決算公告は、当社のホームページ(http://www.cna-net.co.jp/) に掲載しています。なお、会社法施行後に

おいては、会社法第440条第4項の規定により決算広告は行いません。 

  

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、５株券、10株券、100株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 ―――

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

株券喪失登録

  株券登録申請料

  株券登録料

 
1件につき10,500円 
 
1件につき   525円

端株の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額  

公告掲載方法 日本経済新聞（注）

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等シスメックス株式会社は、継続開示会社であり東京証券取引所１部市場及び大阪証券取引

所１部市場に上場しております。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第10期(自 平成17年１月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月29日福岡財務支局長

に提出 

  

(2) 半期報告書 

事業年度 第11期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月19日福岡財務支局

長に提出 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月28日

株式会社 シーエヌエー 

取 締 役 会  御 中 

 

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社シーエヌエーの平成17年１月１日から平成17年３月31日までの第10期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社シーエヌエーの平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  橋  本  佑 太 郎  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  佐  藤  宏  文  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月21日

株式会社 シーエヌエー 

取 締 役 会  御 中 

 

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社シーエヌエーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第11期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社シーエヌエーの平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  橋  本  佑 太 郎  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  佐  藤  宏  文  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の推移
	(4)所有者別状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(7)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	(1)定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の取得等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

	(2)資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の買受け等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③キャッシュ・フロー計算書
	④損失処理計算書
	関連当事者との取引
	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/59
	pageform2: 2/59
	form1: EDINET提出書類  2006/06/21 提出
	form2: 株式会社シーエヌエー(941620)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/59
	pageform4: 4/59
	pageform5: 5/59
	pageform6: 6/59
	pageform7: 7/59
	pageform8: 8/59
	pageform9: 9/59
	pageform10: 10/59
	pageform11: 11/59
	pageform12: 12/59
	pageform13: 13/59
	pageform14: 14/59
	pageform15: 15/59
	pageform16: 16/59
	pageform17: 17/59
	pageform18: 18/59
	pageform19: 19/59
	pageform20: 20/59
	pageform21: 21/59
	pageform22: 22/59
	pageform23: 23/59
	pageform24: 24/59
	pageform25: 25/59
	pageform26: 26/59
	pageform27: 27/59
	pageform28: 28/59
	pageform29: 29/59
	pageform30: 30/59
	pageform31: 31/59
	pageform32: 32/59
	pageform33: 33/59
	pageform34: 34/59
	pageform35: 35/59
	pageform36: 36/59
	pageform37: 37/59
	pageform38: 38/59
	pageform39: 39/59
	pageform40: 40/59
	pageform41: 41/59
	pageform42: 42/59
	pageform43: 43/59
	pageform44: 44/59
	pageform45: 45/59
	pageform46: 46/59
	pageform47: 47/59
	pageform48: 48/59
	pageform49: 49/59
	pageform50: 50/59
	pageform51: 51/59
	pageform52: 52/59
	pageform53: 53/59
	pageform54: 54/59
	pageform55: 55/59
	pageform56: 56/59
	pageform57: 57/59
	pageform58: 58/59
	pageform59: 59/59


